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富士・東部地区事業者集団指導資料（共通事項） 

介護サービス事業者の指定更新・各種届出・電子申請届出システムについて 

Ⅰ 指定更新について 

○ 指定の更新制度とは 

    平成１８年４月の介護保険法の改正により更新制度が創設され、介護サービス事業者の指定又

は許可について、原則６年ごとに更新が必要となりました。 

    事業者が更新を行わない場合は、有効期間の経過により指定又は許可の効力を失うことになり

ます。 

 

○ 対象となる事業者 

指定を受けているすべての介護保険事業所 

  ※一部のみなし指定事務所を除く 

 

○ 指定の有効期間 

指定の有効期間は、指定（許可）日から６年を経過する日までとなります。 

指定の効力を引き続き有効にするためには、有効期間の満了日までに更新手続きを行わければ

なりません。 

※「有効期間の満了日」は、「指定を受けた日」に応当する日の前日となります。 

  （例）指定を受けた日が平成 31年 4 月 1 日の場合に有効期間の満了日は、令和 7 年 3 月 31 日となります。 

 

○ 申請書類 

 次の更新申請書類をサービス事業所（施設）ごとに、更新予定日（有効期間の満了日の翌日）

の１４日前までに提出してください。 

   

① 指定更新申請書（第 5 号様式） 

② 付表（該当サービス分） 

③  その他、市町村が必要と認める書類 

 

※市町村ごとに異なりますので必ず事前に提出先市町村にご確認ください。 

 

○ 更新申請にあたっての注意事項 

・複数の事業所において同じ事業所番号を使用している場合であっても、事業所ごとに更新申請

が必要となります。 

・有効期間満了日までに更新申請がないと、指定の更新は受けられません。 

・更新の欠格事由に該当する場合は、指定の更新は受けられません。 

 

・以下に該当する事業所は、指定の更新ができない場合があります。 

① 改善勧告に対し是正改善を行わなかった事業者 

② 改善命令及び効力の停止等の行政処分を受けた事業者（ただし、指定等の更新時点までに 

改善され、その後適正な運営が図られている事業者については、この限りではありません。） 
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・「変更届」を提出していないため、更新申請書と内容が異なる場合は、事前に変更届を出して

ください。 

   

・更新申請書の提出後、更新までの間に申請内容に変更があった場合は、すみやかに変更する内

容を申請窓口まで連絡するとともに、指示に従い書類の再提出をしてください。  

  ･ 申請書類等を審査した結果、指定が更新される事業者に対しては、「更新指令書」を交付しま

す。 

 

Ⅱ 変更届出書について 

法令等に定める事項等に変更が生じた場合は、指定権者である提出先市町村長あてに変更届出を

行うことが必要です。 

 【厚生労働省令で定める事項】 

変更届出書（第 2 号様式）に記載されている事項で、具体的には以下のとおりです。 

1  事業所（施設）の名称 

2  事業所（施設）の所在地  

3  申請者の名称・主たる事務所の所在地 

4  代表者（開設者）の氏名、生年月日及び住所 

5  登記事項証明書・条例等（当該事業に関するものに限る。） 

6  事業所（施設）の建物の構造、専用区画等 

7  事業所（施設）の管理者の氏名、生年月日及び住所 

8  運営規程 

9  協力医療機関（病院）・協力歯科医療機関 

10  介護老人福祉施設、介護老人保健施設、病院等との連携・支援体制 

11  本体施設、本体施設との移動経路等 

12  併設施設の状況等 

13  介護支援専門員の氏名及びその登録番号 

 

○ 変更届出にあたっての注意事項 

 ・変更届出書は、変更があった日から、１０日以内に提出してください。 

 ・変更届出書を提出する際には、サービスごとの付表の添付が必須となります。 

 

Ⅲ 廃止・休止届出書について 

事業所（施設）を廃止・休止する場合は、廃止・休止の１か月前までに廃止・休止届出書（第 3

号様式）の提出が必要となります。 

 

○ 廃止・休止届出にあたっての注意事項 

 ・廃止・休止の理由と、現にサービスを受けていた利用者に対する措置を必ず記載してください。 

・休止届出書提出後、休止予定期間を過ぎても再開の見込みがない場合には、廃止届を提出して

ください。なお、指定の有効期間を超えて休止することはできません。 



3 
 

 

Ⅳ 再開届出書について 

休止していた事業所を再開した場合は、再開した日から１０日以内に再開届出書（第 2 号の 2 様

式）の提出が必要となります。 

Ⅴ 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書について 

介護給付費算定体制に係る体制を変更する場合は、指定権者である提出先市町村長あてに届出を

行うことが必要です。 

【提出が必要となる場合】 

「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」（別紙 1）に記載されている項目が変更になる場

合で、具体的には以下のとおりです。 

・各種加算の算定を開始・終了する場合 

・人員欠如等、減算要件に当てはまる状態が生じた場合・解消した場合 

・年度替わり等で事業所規模が変更になった場合 

・事業所評価加算の申し出をする場合 ※年 1 回評価により決定 

・介護給付費の割引を開始・終了する場合、割引率を変更する場合 

【提出期限】 

➢ 算定される単位数が増える場合等（加算算定の開始、割引の開始、等） 

→ 下表のとおり（事前の届け出が必要） 

➢ その他（加算の取り下げ、人員欠如による減算等） 

    → 判明した時点で速やかに（事実発生日から算定体制が変更） 

 

サービスの種類 算定の開始時期 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

夜間対応型訪問介護 

地域密着型通所介護 

（介護予防）認知症対応型通所介護 

（介護予防）小規模多機能型居宅介護 

看護小規模多機能型居宅介護 

居宅介護支援 

毎月 15 日以前に届出 → 翌月から 

 〃  16 日以降に届出 → 翌々月から 

※ 緊急時訪問看護加算に限り、届出を受理した日から 

（介護予防）認知症対応型共同生活介護 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

地域密着型介護老人保健施設入所者生活介護 

届出が受理※された月の翌月から（届出を受理

した日が月の初日である場合はその月から） 

※ 届出が受理されるとは、届出内容が加算等の要件を

十分満たしていることが確認できるものとして受付

けられたとき。 

【提出書類】 

・介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 

・介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙 1 又は別紙 1-3）（添付書類） 
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○ 提出に当たっての注意事項 

 ・提出期限が守られない場合は、予定どおりの加算算定はできません。 

 ・複数のサービスについて届出を行う場合は、事業所番号が同じであってもサービスごとに届出    

  書を作成してください。ただし、居宅サービスと一体的に行う介護予防サービスの組み合わせ

に限り、一の届出書で提出可能です。 

 

 

Ⅵ 指定更新・各種届出等の提出先 

市町村 様式掲載先 

富士吉田市 

健康長寿課 介護担当 

富士吉田市下吉田 6-1-1 

TEL 0555-22-1111 

FAX 0555-22-0823 

様式についてはホームページにて厚生労働省のホームページを

案内しております。 

http://www.city.fujiyoshida.yamanashi.jp 

「トップ⇒くらしの情報⇒介護・福祉支援」 

・指定地域密着型サービス事業者・指定地域密着型介護予防サー

ビス事業者及び居宅介護支援事業者等の手続きについて 

・介護予防・日常生活支援総合事業について 

都留市 

 長寿介護課 介護保険担当 

都留市下谷 2516-1 

TEL 0554-46-5118 

FAX 0554-46-5119 

市ホームページからダウンロードしてください。 

都留市トップページ→組織から探す→長寿介護課→介護保険担

当→事業者向情報→介護保険事業者の指定申請および各種届出

にかかる書類様式について 

大月市 

 福祉介護課 介護保険担当 

大月市大月二丁目 6番 20号 

TEL 0554-23-8035（直通） 

FAX 0554-22-6422 

 市ホームページからダウンロードしてください。 

大月市トップページ →「健康・福祉」→「介護」 

→「介護サービス事業者のみなさまへ（申請・届出様式、お知

らせ」 

上野原市 

長寿介護課 介護保険担当 

上野原市上野原 3163 

総合福祉センターふじみ 

TEL 0554-62-3128 

FAX 0554-30-2041 

様式についてはホームページ公開していません。 

ご希望の際は左記連絡先までご連絡ください。 

道志村 

 住民健康課 介護保険担当 

 南都留郡道志村 6181 番地 1 
 TEL 0554-52-2113 
FAX 0554-52-2572 

様式についてはホームページ公開していません。 

ご希望の際は左記連絡先までご連絡ください。 

西桂町 

福祉保健課福祉係 介護保険担当 

南都留郡西桂町小沼 1500-1 

様式についてはホームページ公開していません。 

ご希望の際は左記連絡先までご連絡ください。 

http://www.city.fujiyoshida.yamanashi.jp
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TEL 0555-25-4000 

FAX 0555-20-2015 

忍野村 

福祉保健課 介護保険担当 

南都留郡忍野村忍草 1445-1 

TEL 0555-84-7795 

FAX 0555-84-1036 

様式についてはホームページ公開していません。 

ご希望の際は左記連絡先までご連絡ください。 

山中湖村 

福祉健康課 介護保険係 

南都留郡山中湖村山中 237-1 

TEL 0555-62-9976 

FAX 0555-62-9981 

様式についてはホームページ公開していません。 

ご希望の際は左記連絡先までご連絡ください。 

鳴沢村 

 福祉保健課 介護保険担当 

 南都留郡鳴沢村 1575番地 

TEL 0555-85-3081 

FAX 0555-85-2461 

村ホームページからダウンロードしてください。 

http://www.vill.narusawa.yamanashi.jp 

富士河口湖町 

健康増進課 介護保険係 

南都留郡富士河口湖町船津 1700番地 

TEL 0555-72-6037  

FAX 0555-72-6027 

 町ホームページからダウンロードしてください。 

 http://www.town.fujikawaguchiko.lg.jp 

小菅村 

 住民課 介護保険担当 

北都留郡小菅村 4698番地 

TEL 0428-87-0111 

FAX 0428-87-0933 

 様式についてはホームページ公開していません。 

ご希望の際は左記連絡先までご連絡ください。 

丹波山村 

 住民生活課 介護保険担当 

 北都留郡丹波山村 2450番地 

TEL 0428-88-0211 

FAX 0428-88-0207 

 様式についてはホームページ公開していません。 

ご希望の際は左記連絡先までご連絡ください。 

 

Ⅶ その他 

○ 提出書類の受付等を証する書類等について 

提出書類の受付を証する書類等の交付は行っておりませんが、提出書類の控えなどを持参

された場合は、当該控えに収受印を押印して返却します。 

  また、提出書類は原則、持参での提出をお願いしておりますが、郵便でこの取り扱いを希

望される場合は、切手を貼付した返信用封筒を同封していただくことにより、収受印を押印

して返却します。 

 

http://www.vill.narusawa.yamanashi.jp
http://www.town.fujikawaguchiko.lg.jp
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○ 留意事項 

  各種申請書や届出書は、原則的にその場で受領しますが、これは市町村が書類を受け取っ

たことのみ（収受）を意味するものであり、内容を確認後に書類の追加提出や差し替えなど

の修正を依頼させていただく場合がありますので、御理解ください。（提出書類の控えなど

に収受印を押印して返却した場合も同様の取り扱いです。） 

  なお、提出時に明らかな書類の不足や記入漏れ等がある場合は、受付をせず返却し再提出

を求める場合があります。 

 

○複数市町村から指定を受けている場合 

  複数の市町村から指定を受けている事業所は、指定を受けているすべての市町村に対し、

各種申請・届出等を行う必要があります。 

 

〇押印の見直しについて 

  下記の市町村では提出書類のうち一部を押印不要としています。詳しくは該当市町村へ

お問い合わせください。 

  ・大月市（委任状及び一部届け出を除く） 

  ・富士河口湖町（委任状及び一部届け出を除く） 

  ・富士吉田市（一部書類を除く） 

  ・都留市（一部届出を除く） 

 

Ⅷ 記録の保存年限について 

「地域密着型事業」及び、「居宅介護支援事業」の保存年限は、 

 市町村の条例等により定められています。 

  下記表は、各市町村の保存年限一覧となります。 

※詳しくは当該市町村へご確認ください。 

市町村名 

保存年限（完結の日から） 

地域密着型 居宅介護支援 

富士吉田市 ５ 年 ５ 年 

都留市 ２ 年 ２ 年 

大月市 ５ 年 ２ 年 

上野原市 ５ 年 ５ 年 

道志村 ５ 年 ５ 年 

西桂町 ２ 年 ２ 年 

忍野村 ２ 年 ２ 年 

山中湖村 ２ 年 ２ 年 

鳴沢村 ２ 年 ２ 年 

富士河口湖町 ５ 年 ２ 年 

小菅村 ２ 年 ２ 年 

丹波山村 ３ 年 ３ 年 
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（以下、新設項目） 

Ⅸ 電子申請届出システムについて 

 

 

 

〇 電子申請届出システム（https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/shinsei/）とは 

 介護分野の文書負担を軽減するため、令和 7年度までにすべての地方公共団体で「電子申請届

出システム」の利用が開始されます。 

 電子申請届出システムでは、画面上に直接様式・付表などのウェブ入力が出来るとともに、添

付資料をシステム上で一緒に提出することができるため、介護事業者の申請届出に係る業務負担

が軽減されることが期待されます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 このシステムで受付できる申請・届出の種類 

 地域密着型サービス、居宅介護支援、介護予防支援、介護予防・日常生活支援総合事業、基準該

当サービスの以下の手続き 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

介護事業所の指定申請や加算届出は 

「電子申請届出システム」でペーパーレス化！ 

・複数の申請届出をこのシステム上で行うことができます 

・一つの電子ファイルを複数の申請届出に利用できます 

（申請届出の件数分だけ紙コピーを用意する必要がありません） 

・時間の効率化によりサービスの質の向上にもつながります 

準備すること 

・システムの利用には、G ビズ ID（プライムかメンバー）が必要です 

・Gビズ ID の取得は 2 週間ほどかかります 

新規指定申請 指定更新申請 

廃止、休止届出 

変更届 加算届出 

再開届出 指定辞退届出 

https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/shinsei/
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Ⅹ G ビズ ID の取得について 

 

 

 

 

〇 G ビズ ID の取得について 

 G ビズ ID とは、デジタル庁が運営する法人・個人事業主向けの共通認証システムです。本システ

ムの利用にあたっては、「G ビズ ID プライム」又は「G ビズ ID メンバー」のいずれかの取得が必要

となります。 

 

〇 G ビズ ID（プライム）の申請の流れ 

 G ビズ ID プライムは書類審査が必要であり、書類郵送申請審査期間は原則、2週間以内のため、

あらかじめ ID を取得しておくことをお勧めします。なお、オンライン申請の場合最短即日発行が

可能です。 

 

 

〇 G ビズ ID は電子申請届出システム以外の省庁・自治体サービスでもご活用いただけます。 

 

☆詳細についてはデジタル庁 G ビズ ID ホームページ（https://gbiz-id.go.jp/top/）をご参照くださ

い。 

 

 

Ⅺ 登記情報提供サービスの利用方法について 

「電子申請届出システム」の運用開始に伴い、申請時の添付書類として必要な登記事項証明書

については、紙媒体での提出に代わり、法務局が管轄する「登記情報提供サービス」で取得した

電子データでの提出が可能となります。 

利用にあたっては、あらかじめ ID・パスワードの取得が必要となるため、登記情報提供サービス 

ホームページ（https://www1.touki.or.jp/use/index.html）にて申し込みをお願いします。 

 

同サービスは登録が必須なものではありませんが、登記情報提供サービスを利用しない場合は以

下の方法にて提出してください。 

「電子申請届出システム」のご利用のためには 

デジタル庁 G ビズ ID の取得が必要です。 

お早めにご取得ください 

申請書と印鑑

（登録）証明

書を郵送する 

      

審査完了 

メール受取り 

      

パスワード 

登録完了 

アカウント申

請に必要なも

のを準備する 

パソコンにて 

G ビズ ID プラ

イム申請書を

作成する 

申請書を印刷

し押印する 

社会保険や雇用保

険の手続き 
補助金の申請 

飲食店の営業許可

申請 

経営力向上計画や

事業継続力強化計

画の認定申請 

https://gbiz-id.go.jp/top/
https://www1.touki.or.jp/use/index.html
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1．登記事項証明書の原本の写しを PDF データにて電子申請届出システムに添付 

2．原本（紙媒体）を別途郵送又は窓口にて提出 

 

なお、登記情報提供サービスに関するお問い合わせは、以下の連絡先までお願いいたします。 

＜登記情報提供サービスに関するお問い合わせ＞ 

 一般財団法人 民事法務協会 TEL 0570-020-220 

【受付時間】8時 30 分～18 時 00 分（土・日・祝日、年末年始を除く） 

 Web フォームや Fax でもお問い合わせ可能です。（下記リンク参照） 

 

※詳しくは後述の参考資料 「登記情報提供サービスの利用方法」を参照してください。 

 

 

Ⅻ デモ環境の利用について 

 

厚生労働省により電子申請届出システムのデモ環境が整備されています。 

デモ環境では、共通 ID を使い申請・届出の試行が可能です。機能把握や業務検討等にご活用くだ

さい。 

 なお、本番環境をご利用の際のログインは Gビズ ID が必須となります。 

※あくまで操作確認用のデモ環境ですので、デモ環境を使用した自治体への正式な申請・届出はで

きませんのでご注意ください。 

 デモ環境 URL：【https://demo.kaigokensaku.mhlw.go.jp/shinsei/】 

 ログイン ID：「demo1@kaigokensaku.mhlw.go.jp」 

「demo2@kaigokensaku.mhlw.go.jp」 

「demo3@kaigokensaku.mhlw.go.jp」 

 パスワード：「password」（上記ＩＤ全てと共通のパスワードです。） 

 

ⅩⅢ 対応時期について 

 電子申請届出システムは令和 7年度までにすべての地方公共団体で利用が開始されますが、開

始時期は市町村により異なります。詳しくは各市町村窓口にお問い合わせください。 

 

 

ⅩⅣ 介護事業者財務情報データベースの運用開始に向けた対応について 

 厚生労働省により、令和 6 年 4月 1 日から介護サービス事業者の経営情報の収集及びデータべ

ースの整備をし、属性等に応じてグルーピングした分析結果を公表する制度が創設されました。 

これに伴い、介護事業所の皆様には、今年度末（R7.3.31）までに、令和６年度分（初年度分）の

報告をして頂くことになりますので、Gビズ ID のアカウント取得や会計ソフトウェアの改修等、

準備を進めていただきますようお願いいたします。（注：システムは G ビズ ID アカウントが必要

となります。）詳細は、厚労省ホームページ

（https://www.mhlw.go.jp/stf/tyousabunseki.html）をご確認ください。 

https://demo.kaigokensaku.mhlw.go.jp/shinsei/
mailto:demo1@kaigokensaku.mhlw.go.jp
mailto:demo2@kaigokensaku.mhlw.go.jp
mailto:demo3@kaigokensaku.mhlw.go.jp
https://www.mhlw.go.jp/stf/tyousabunseki.html
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出所）登記情報提供サービス ホームページトップ画面

（https: //www1.touk i .o r . jp/gateway .html 閲覧日：令和5年3月1日）

登記情報提供サービスの利用方法

2.3 添付書類（電子ファイル）の準備

法人利用の「利用申込」を選択してください

登記情報提供サービスの利用開始にあたり、管理者ＩＤと初期登録パスワードを取得してください。

登記情報提供サービスのホームページトップ画面から、法人利用の「利用申込」を選択してください。

参考資料　　厚生労働省　電子申請・届出システム利用準備の手引～事業所向け～ より抜粋

https://www1.touki.or.jp/gateway.html
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登記情報提供サービスの利用方法

2.3 添付書類（電子ファイル）の準備

「一般財団法人 民事法務協会 登記情報提供契約約款」と「個人情報の取扱いについて」の内容を

確認し、同意した上で、「登記情報提供サービス法人利用申込書」及び「預金口座振替依頼書」を印刷し，

記入押印の上，所定の添付書類とともに送付してください。

法人登録完了通知書の

受領

申込みを受け付けた後，申

込書の「登録完了通知書

の宛名」欄に記載された送

付先に「登録完了通知書」

を封書で郵送いたします

（審査・登録事務等に

3，4週間程度の期間を要

します。）。

なお，登録完了通知書に

は，管理者ＩＤと初期登録

パスワードが記載されて

いますので、大切に保管・

管理してください。

出所）登記情報提供サービス 法人利用

（https: //www1.touk i .o r . jp/use/00 -04.ht ml 閲覧日：令和5年3月1日）

参考資料　　厚生労働省　電子申請・届出システム利用準備の手引～事業所向け～ より抜粋

https://www1.touki.or.jp/use/00-04.html
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登記情報提供サービスの利用方法

2.3 添付書類（電子ファイル）の準備

登記簿情報提供サービスにログインしてください。ID番号とパスワードが分からない場合は、

システムの「※ID・パスワードを忘れてしまった方はこちら」より再度ご確認ください。

出所）登記情報提供サービス ログイン画面

（https: //www.touki .or . jp/Te ikyoUketsuke/ 閲覧日：令和 5年3月1日）

参考資料　　厚生労働省　電子申請・届出システム利用準備の手引～事業所向け～ より抜粋

https://www.touki.or.jp/TeikyoUketsuke/
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「請求情報受付メニュー」画面で「商業・法人請求」をクリックしてください。

登記情報提供サービスの利用方法

2.3 添付書類（電子ファイル）の準備

出所）登記情報提供サービス 商業・法人登記情報請求画面

（https: //www1.touk i .o r . jp/opera te/03 -07.html 閲覧日：令和5年3月1日）

参考資料　　厚生労働省　電子申請・届出システム利用準備の手引～事業所向け～ より抜粋

https://www1.touki.or.jp/operate/03-07.html
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登記情報提供サービスの利用方法

2.3 添付書類（電子ファイル）の準備

商業・法人請求の「会社・法人検索」画面に移ります。商号・名称，会社法人等番号を入力して検索し，

「会社・法人一覧」画面を表示します。

出所）登記情報提供サービス 商業・法人登記情報請求画面

（https: //www1.touk i .o r . jp/opera te/03 -07.html 閲覧日：令和5年3月1日）

参考資料　　厚生労働省　電子申請・届出システム利用準備の手引～事業所向け～ より抜粋

https://www1.touki.or.jp/operate/03-07.html
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登記情報提供サービスの利用方法

2.3 添付書類（電子ファイル）の準備

照会番号取得にチェックを入れて
から請求してください。

「会社・法人一覧」画面で請求を行う会社・法人を選択し，「請求」ボタンをクリックして請求します。

請求する際、「照会番号取得」にチェックを入れ、照会番号を取得してください。

照会番号を記載して申請することにより、登記事項証明書の添付を省略することができます。

出所）登記情報提供サービス 商業・法人登記情報請求画面

（https: //www1.touk i .o r . jp/opera te/03 -07.html 閲覧日：令和5年3月1日）

参考資料　　厚生労働省　電子申請・届出システム利用準備の手引～事業所向け～ より抜粋

https://www1.touki.or.jp/operate/03-07.html
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登記情報提供サービスの利用方法（介護施設・事業所の場合）

2.3 添付書類（電子ファイル）の準備

介護施設・事業所は①登記情報提供サービスでダウンロードした照会番号付きのPDFファイル、または

照会番号・発行年月日を入力したtxtファイルを、添付書類の登記情報証明書に該当する箇所へアップ

ロードする、または②照会番号・発行年月日を備考欄に入力する形で提出することが可能です。

照会番号・発行年月日の両方

が必要であること、ご注意く

ださい。また、照会番号の有

効期間は請求の翌日から100
日間です。

出所）電子申請届出システム操作マニュアル（介護施設・事業所向け）

（https: //www.ka igokensaku .mh lw.go .jp/shinse i/pdf/manual _sh insei _1 _0 .pdf 閲覧日：令和5年3月1日）

※最新情報は上記ホームページをご確認ください。

参考資料　　厚生労働省　電子申請・届出システム利用準備の手引～事業所向け～ より抜粋

https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/shinsei/pdf/manual_shinsei_1_0.pdf


41

登記情報提供サービスの利用料金（介護施設・事業所の場合）

2.3 添付書類（電子ファイル）の準備

登記情報提供サービスの利用に際しては、登録利用における登録費用と、照会番号の発行のための利

用料金がかかります。

※１
・利用料金は、いずれも協会手数料（１２円）を含む１件当たりの利用料金です。協会
手数料には、消費税及び地方消費税が含まれています。利用料金から協会手数料を
除いた金額は、登記手数料令第１３条により国に納入する登記手数料（預り金）です。
・（ ）内の料金は、消費税不課税対象者（利用者の住所等が日本国外にある場合に、
消費税法の課税対象外となり消費税が課されない方）の利用料金です。
・利用料金には、利用者の方が使用するパソコン等をインターネットに接続するため
に必要なプロバイダーの手数料や回線使用料などは含まれておりません。
【追加】
・照会番号は1つの登記情報ごとに発番され、同一物件について最大10個まで同時
に取得することができます（請求する照会番号1個につきご利用種別に応じた利用
料金相当額がかかります。なお、請求する照会番号が1個の場合は、登記情報1件の
確認と同じ利用料金となります。）ので、複数の行政機関等にオンライン申請等をす
る場合は、その数だけ照会番号を取得してください（既に申請に使用した照会番号
は、100日間有効期間内であっても他の申請には使用できません。）。

出所）登記情報提供サービス サービス概要

（https: //www1.touk i .o r . jp/serv ice/ index.html#serv ice _05 閲覧日：令和5年3月1日）

参考資料　　厚生労働省　電子申請・届出システム利用準備の手引～事業所向け～ より抜粋

https://www1.touki.or.jp/service/index.html#service_05

